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１  指定更新申請の手続 
 
 介護保険事業者が指定基準等を遵守し、適切な介護サービスを提供しているかを定期的

に確認するための仕組みとして事業者の指定に６年間の有効期間が設けられています。 

 

 

    

※介護保険事業者は６年ごとに指定の更新を受ける必要があります。 
 
１ 指定更新制度と指定有効期間等の確認方法 

(1) 指定の更新と指定有効期間 

 

 

 

 

※指定更新手続きについては、「介護情報サービスかながわ」に掲載している「受付

スケジュール」、「申請書類」等を確認した上で、期限までに申請書類を提出して

ください。（介護老人保健施設の場合は、別に県より連絡・通知します。） 

※申請提出方法については、昨年度より従来の郵送による受付に加え、電子申請届出システム

を利用した受付を開始しました。最新の申請提出方法については、必ず介護情報サービスかな

がわをご確認ください。 
 

(2) 指定有効期間等、事業所情報の確認方法 

  ① 事業所で保管する指定通知書、指定申請書類（控） 

  ② 「介護情報サービスかながわ」の介護事業所検索による事業所情報の確認 

 
 

○ 貴事業所のサービスごとに指定年月日を確認してください。 

○ 変更届等の提出漏れがないか、実態と届出内容が乖離した状態となっていない

か等を確認し、提出漏れ等があった場合には、速やかに変更届等を提出してく

ださい。 
 

２ 更新を希望しない場合 

 ○ 指定更新申請をせずに指定有効期間満了日を経過した場合、指定の効力を失い、介護保

険サービスの提供ができなくなります。（指定の失効） 

 ○ こうした指定更新手続きの重要性から、更新を行わないとする場合においても、その旨の意

思表示を申出書の提出により行ってください。 
 
【申請・届出様式等の掲載場所】 

「介護情報サービスかながわ」（https://kaigo.rakuraku.or.jp/） 

－文書/カテゴリ検索 

－４．指定更新（https://kaigo.rakuraku.or.jp/search-library/lower-3-2.html?topid=5） 

 

ポイント 

指定 更 新 有効 有効 更 新 

更新日 

（指定有効期間満了日） 

更新対象事業所宛てに通知文書を郵送 

更新日の２か月半前頃 

指定更新申請の審査 
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２  変更届・加算届・廃止届・休止届等 

 

１ 変更届・加算届・廃止届・休止届等について 
  
 ○介護保険事業者は、次の①から③までに該当するときは、県に届け出ることが介護保 
   険法等により義務付けられています。 

① 事業所の名称や所在地等の届出事項に変更があったとき 
② 加算や減算等の介護給付費算定に係る体制等に変更があったとき 
③ 事業を廃止、休止又は再開しようとするとき 

 
      参考：介護保険法第75条、82条、89条、99条、115条の5、115条の25 

介護保険法施行規則第131条、133条、135条、137条、140条の22、140条37 
 
 ○届出が必要な事項、その提出期限をあらかじめ確認しておき、届出事項が発生したと 
  きは、必ず提出期限までに県に届出を行ってください。 
 
 基本報酬額の改定にともなう料金表の変更については、変更届の提出は不要です。 
 （ただし、介護老人福祉施設・短期入所生活介護において、第４段階の料金を 
  変更する場合には、届出が必要です） 

 

 【届出方法・提出期限等】 

※老健・医療院の変更、廃止・休止は、「２ 介護老人保健施設・介護医療院の各種変更等手続

きについて」をご覧ください。 

※届出方法については、昨年度より従来の郵送による受付に加え、順次、電子申請届出システ

ムを利用した受付を開始しました（一部加算届（介護職員処遇改善加算、介護職員等特定処遇

改善加算、介護職員等ベースアップ等支援加算）を除く）。最新の届出方法については、必ず介

護情報サービスかながわをご確認ください。 

変更届 

必ず『変更届一覧表』により、次のア～ウを確認した上で、届出を行ってください。 

ア 届出が必要か、不要か 

イ 事前の相談が必要か、不要か 

ウ 必要書類は何か 

加算届 

ア 次のサービスの加算の届出 

訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、通所介護、 

通所リハビリテーション、福祉用具貸与 

（介護予防サービスは省略して記載） 

⇒加算算定開始月の前月15日まで（必着）に届出を行ってください。 

イ 次のサービスの加算の届出 

短期入所生活介護、短期入所療養介護、特定施設入居者生活介護、 

介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設 

（介護予防サービスは省略して記載） 

⇒加算算定開始月の１日まで（必着）に届出を行ってください。 

ウ 加算の廃止（居宅系サービス・施設系サービス共通） 

加算の算定要件を満たさなくなることが明らかになった場合には、速やかに加算の廃

止の届出を行ってください。 

廃止届 

休止届 

廃止又は休止の日の１月前までに届出を行ってください。 

※事業所を休止又は廃止するときは、従業者に対し、これまでのキャリアを今後の業務に

活かせるよう、実務経験証明書を発行してください。 

再開届 再開する日の前日までに来庁により届出を行ってください。 
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【申請・届出様式等の掲載場所】 

「介護情報サービスかながわ」（https://kaigo.rakuraku.or.jp/） 

－文書/カテゴリ検索 

－２．変更・廃止・休止・再開届（https://kaigo.rakuraku.or.jp/search-library/lower-3-2.html?topid=3） 
 
 

 

２ 介護老人保健施設・介護医療院の各種変更等手続きについて 

（１）変更に関する手続きについて 

事前に許可・承認（申請）が必要な事項と変更届が必要な事項があります。 

【変更許可申請・変更承認申請】 

〇変更する前に申請書を提出し、変更日までに県の許可（承認）を受けなければ変更で

きません。 

〇県の許可（承認）が必要な変更であるにもかかわらず、許可や承認を受けずに変更し

ているケースが見受けられます。必ず事前に申請して変更日までに許可（承認）を受

けてください。 

変更許可申請 

２週間前までに申請書を提出 

施設のレイアウト変更、施設の共用、敷地の変更 

運営規程の変更（従業者の職種・員数、協力病院） 

入所定員の増（事前に市町村に相談が必要） 

管理者の変更承認申請 

２週間前までに申請書を提出 

管理者の変更 

広告事項の許可申請 

２週間前までに申請書を提出 

介護老人保健施設の広告は介護保険法で制限されてい

ます。変更する場合は許可が必要です。 

【変更届】 

〇変更届には、変更前に届出が必要なものと変更後に届出するものがあります。 

事前に届出 運営規程の変更（入所定員の減、料金表） 

変更後10日以内に届出 施設の名称、住居表示変更、電話・FAX番号、併設施設概要 

介護支援専門員の変更、管理者の氏名・住所 

協力歯科医療機関、協力病院の名称・診察科目、 

定員減・料金表以外の運営規程の記載事項 

法人の代表者、所在地、名称（※）、電話・FAX番号 

※ 法人の合併による名称変更は、旧法人としての「廃止」、新法人としての「新規

開設許可」が必要な場合がありますので、事前にご相談ください。 

（２）廃止・休止について 

  廃止や休止をする場合は、市町村の施設整備計画に関係するため、市町村及び県に２

か月前までに事前相談を行ってください。 
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３  介護サービス情報の公表制度 

 
平成18年４月にスタートした「介護サービス情報の公表」制度は、介護サービスの利用

に際し、利用者やその家族等が自ら事業所の選択ができるよう支援するための仕組みとし

て介護保険法で定められている制度で、平成30年４月から、指定都市（横浜市、川崎市及

び相模原市）に係る事務・権限は各指定都市へ移譲されました。 

公表の対象となるサービスを実施している全ての事業者は、基本情報と運営情報の報告

（調査票の提出）及び公表手数料の納入が義務付けられています。 

なお、訪問調査は、県が定める「介護サービス情報の公表制度における調査に関する指

針」に基づき実施しており、訪問調査の対象となる事業者は、調査手数料の納入も義務付

けられています。 
 
１ 公表対象サービスについて 

 

 ○ 前年の介護報酬の支払額（利用者負担額を含む。）が100万円を超えたサービスが公

表の対象（※１）となります。公表の対象となるサービスは、県から郵送する『計

画通知書』（※２）に記載していますのでご確認ください。 

 
 

※１ 例えば、訪問看護と介護予防訪問看護を実施している事業所で、訪問看護の  

   み介護報酬の支払実績が100万円を超えていた場合、訪問看護のみが対象とな 

   ります。 

※２ 県から郵送する『計画通知書』は重要な書類です。１年間大切に保管してく 

   ださい。なお、公表対象サービスを実施する事業所のみに発送いたします。 
 

２ 手数料について 

  

○ 公表手数料（公表事務に関する費用）及び調査手数料（調査事務に関する費用）は、

所定の納入通知書により、お近くの金融機関（ゆうちょ銀行を除く。）でお支払いく

ださい。 

○ これらの手数料は、県における介護サービス情報の公表制度を円滑に運用するため

に、指定情報公表センター及び指定調査機関の運営費用として使われます。 

 

 

 

※ 平成29年度までは、既存の事業所に対して、７月初旬に計画通知書及び納入通

知書等を送付し、調査票入力期限の約１～２カ月前に改めてお知らせを送付して

いましたが、平成30年度以降は、調査票提出期限の１～２カ月前に計画通知書及

び納入通知書等を送付します。納入通知書は、『計画通知書』が入っている封筒

に同封していますので、納入期限までに必ずお支払いください。 
 
 

  

 

 

ポイント 

注意 
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３ 報告（調査票の提出）について 

(1) 報告の内容（基本情報調査票と運営情報調査票） 
 

 基本情報調査票 運営情報調査票 

報告内容 

事業所の名称、連絡先、人員体制、

営業時間などの事業所の基本的な情

報 

事業所の実施サービスの内容に関す

る事項、運営状況に関する事項など

の情報 

報告対象 

事業所 
公表の対象となる全ての事業所 

公表の対象となる全ての事業所 

（※令和５年２月１日以降に指定さ

れた事業所を除く。） 

 

 

＜基本情報＞ 

公表後に内容を修正することができますので、内容に変更があった場合は、適宜

修正を行ってください。併せて変更の届出も必要な場合は、必ず県に対し変更届を

提出してください。 

＜運営情報＞ 

公表後に内容を変更することができませんのでご注意ください。 
 

４ 訪問調査について 

 ○ 令和６年度の訪問調査は、平成11年度、平成14年度、平成17年度、平成20年度、平

成23年度、平成26年度、平成29年度、令和４年度～令和６年度に新規に指定を受け

たサービスについて実施します。なお、訪問調査の有無については『計画通知書』

にも記載しています。 

  

 【訪問調査が免除されるサービス】 

 ○ 定期巡回随時対応型訪問介護看護事業所、小規模多機能型居宅介護事業所、認知症

対応型共同生活介護事業所、看護小規模多機能型居宅介護事業所については、原

則、調査を行ないません。ただし、事業者が調査を希望する場合は、この限りでは

ありません。 

 ○ 調査対象サービスの中で第三者性がある評価機関により次の（ア）～（カ）に規定

する評価を令和５年度（2023年４月１日～2024年３月31日）に受審した事業所にあ

っては、事業者自らサービスの質の向上に取り組んでいることから、情報公表制度

に係る訪問調査の対象サービスから除外されます。計画通知書受領後、事業所自ら

の申出をもって申請することとし、申請がない場合は、計画に沿って訪問調査を行

うこととなります。 

（ア）福祉サービス第三者評価 

（イ）地域密着型サービス外部評価（実施回数緩和適用の事業所を含む） 

（ウ）運営推進会議、介護・医療連携推進会議等における外部評価 

（エ）介護サービス評価 

（オ）特定施設外部評価 

（カ）その他、公正、客観性があると県が認めた評価 
 

※令和５年度に「介護サービス情報の公表」制度に基づく調査を受けていたとして

も、この調査によって今年度の訪問調査が免除となることはありませんので、ご

注意ください。 

ポイント 
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 ○ 公表に応じない業者への対応（介護保険法第115条の35） 

４ （略） 当該介護サービス事業者に対し、その報告を行い、若しくはその報告の内容を

是正し、又はその調査を受けることを命ずることができる。 

６ （略） 開設者が第四項の規定による命令に従わないときは、（略）許可を取り消し、

又は期間を定めてその指定もしくは許可の全部若しくは一部の効力を停止することができ

る。  
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４  業務管理体制の整備 

 
介護サービス事業者（法人）は、事業の適正な運営を確保するため、法令遵守等の業

務管理体制を整備し、関係行政機関に届け出ることが義務付けられています。 

業務管理体制の届出が行われていない場合、介護保険法第115条の32に違反し、法令違

反となります。届出を行っていない事業者（法人）は、速やかに届け出てください。 

なお、令和５年３月28日より「業務管理体制の整備に関する届出システム」の運用が

開始され、電子申請による各種届出を行うことができるようになりました。 
 
１ 事業者が整備する業務管理体制 

 ○ 介護サービス事業者（法人）は、指定又は許可を受けている事業所等の数に応じ

て、次のとおり業務管理体制を整備しなければなりません。 
 

事業所
等の数 

１以上20未満 20以上100未満 100以上 

業
務
管
理
体
制
の 

整
備
の
内
容 

①法令を遵守するための体制の確保に係る責任者（「法令遵守責任者の選任」） 

 ②業務が法令に適合することを確保するための規程の整備 
（「法令遵守規程の整備」） 

 
③業務執行の状況の監査の実施 

（「業務執行状況の監査」） 

 

※事業所等の数には、介護予防サービス事業所、介護予防支援事業所及

び地域密着型サービス事業所の数は含みますが、病院等が行うみなし指

定の事業所の数は含みませんので、みなし事業所のみの法人については届

出の必要はありません。 
 

２ 届出先 

 ○ 介護サービス事業者（法人）は、整備した業務管理体制の内容を次の区分により 

関係行政機関へ届け出なければなりません。 
 

 
 
 
 

区     分 届出先 

(1)事業所等が２以上の都道府県
に所在する事業者 

事業所等が３以上の地方厚生局管轄区域に 
所在する事業者 

厚生労働省 

事業所等が１又は２の地方厚生局管轄区域に 
所在する事業者 

事業者の主たる
事務所が所在す
る都道府県 

(2)地域密着型サービス（介護予防を含む）事業のみを行う事業者であって、すべて 
の事業所等が同一市町村内に所在する事業者 

市町村 

(3) すべての事業所等が１の都
道府県に所在する事業者  

下記以外の事業者 都道府県 

すべての事業所等が１の指定都市内に所在
する事業者 

指定都市 

すべての事業所等が１の中核市内に所在する
事業者 

中核市 

※事業所の新規指定や廃止等に伴う所管変更を郵送及びメールで行う場合は、

変更前、変更後のそれぞれの関係行政機関に届出を行う必要があります。 

注意 

注意 
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３ 変更届について 

○ 次に掲げる事項について変更があったときは、遅滞なく、変更届を提出しなけれ 

ばなりません。 

○ 指定又は許可を受けている事業所数により、業務管理体制の整備の内容が変わり 

ます。新規事業所の指定を受けたときは、法人が整備すべき業務管理体制の内容に 

変更がないか確認してください。 
 

【変更届出事項】 

１ 法人の種別、名称（フリガナ） 

２ 法人の主たる事務所の所在地、電話番号、ＦＡＸ番号 

３ 法人代表者の氏名（フリガナ）、生年月日、住所、職名 

４ 事業所等の名称、所在地（※） 

５ 法令遵守責任者の氏名、生年月日 

６ 業務が法令に適合することを確保するための規程の概要（事業所等の数が20以

上の法人のみ） 

７ 業務執行の状況の監査の方法の概要（事業所等の数が100以上の法人のみ） 

※法人が運営する事業所等の数の増減により、整備する業務管理体制の内容に変更

があった場合（例えば、事業所等の数が20未満から20以上100未満に変わった場

合など）のみ、変更の届出が必要です。 

【業務管理体制の整備の届出方法や変更届等の様式等について】 

○ 様式、記入要領、業務管理体制の概要は、以下に掲載しています。 

「介護情報サービスかながわ」 

－さがす ⇒ 書式ライブラリ検索 ⇒ 文書／カテゴリ検索 

－８．各種届出（業務管理体制・老人福祉法の届出・生活保護法の届出）等 

－業務管理体制の整備に係る届出 

（https://kaigo.rakuraku.or.jp/search-library/lower-3-3.html?topid=20&id=610） 

 
 

※厚生労働省や地方厚生局、指定都市、中核市その他市町村に届出を行う場合の届出様式

は、それぞれの行政機関にお問い合わせください。 

４ 業務管理体制整備の確認検査について 

○ 神奈川県では、事業者の業務管理体制の整備状況を検証するため、報告の徴収、事 

  業者の本部・関係事業所等への立入検査などを実施しております。 

○ 立入検査において、問題点が確認された場合、必要に応じて行政上の措置（勧告、  

  命令）を行うことがあります。 
 
【検査の種類】 

○ 一般検査・・・届出のあった業務管理体制の整備・運用状況を確認するために、定期

的（概ね６年に１回）に実施 

[今年度の実施予定] 

・実施時期   令和６年11月１日から令和７年３月１日（予定） 

・実施方法   書面検査により実施 

・対象事業者  「介護情報サービスかながわ」内に対象事業者を掲載 

・その他   「介護情報サービスかながわ」のメール配信により実施等を通知します

ので、メールにご注意ください。 

○ 特別検査・・・指定介護サービス事業所等の指定取消処分相当事案が発覚した場合に

実施（①業務管理体制の問題点を確認し、その要因を検証、②指定等取消処分事案へ

の組織的関与の有無を検証） 
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５  監査・行政処分 

１ 厚生労働省調査結果（全国の状況） 

（１）介護サービス事業所の指定取消・効力停止処分 

厚生労働省の「全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議 参考資料（令和 5 年３月）」によ

ると、平成 12 年度の介護保険制度導入から令和 3 年度までの指定取消・効力の停止処分を受けた事

業所数は 2,962 事業所に上っています。令和 3年度に処分を受けたのは 105 事業所でした。 

内訳は、指定取消56事業所、全部停止 17事業所、一部停止 32事業所となっています。指定取消

については、最も重い行政処分であり、介護サービス事業所としての指定が取り消され、介護報酬

を一切請求できない状態になります。次に重いのは全部停止で、一定期間介護保険に関する権利の

全部を行使できなくなります。一部停止は、行政庁（指定権者）が指定した一部の効力が停止とな

る処分のことです。具体的には、「６か月間の新規利用者の受け入れ停止」や「介護報酬請求の上

限を７割に設定（介護報酬の 30％減）」などが挙げられます。 

 

 

（２）指定取消・効力の停止事由の状況 

令和 3年度の主な指定取消事由は、多い順に｢不正請求（28 件）｣、｢虚偽申請（16 件）｣、｢法令違

反（15 件）｣、｢人員基準違反（13 件）｣、｢虚偽答弁（10 件）｣、｢虚偽報告（7件）｣、｢運営基準違反

（6件）｣となっています。（※令和 3年度の取消事由を複数回答） 

平成 26 年度以降をみると、指定取消事由及び効力の停止事由ともに、｢不正請求｣が最も多くなっ

ています。 
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指定取消・効力の停止処分のあった施設・事業所内訳【年度別】

指定取消 全部停止 一部停止

平成 令和 

（年度） 

（施設・事業所数） 

※１ 件数には、聴聞通知後に廃止届が提出された事業所数を含む。 

※2 平成 27 年度以降には、介護予防・日常生活支援総合事業における指定の事業所を含む。 

※3 効力の停止処分は、平成 18 年度から施行された。 
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（３）指定取消を受けた最も多い介護サービスは訪問介護 

令和 3年度に指定取消・効力の停止処分を受けた介護サービス事業所をサービス別に見た場合、訪

問介護 21 事業所、第一号通所事業 12 事業所、第一号訪問事業 10 事業所であり、この３業態で全体

の約 41％を占めています。訪問介護では、そのサービスでの処分全体の 76％（16 事業所）が指定取

消処分となっています。 

   

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

訪問介護事業所の指定取消事由の状況（処分根拠：法第 77 条第 1 項）※複数回答 件数 

介護給付費の請求に関して不正があった（第 6号） 13 

帳簿書類の提出命令等に従わず、又は虚偽の報告をした（第７号） 5 

設備及び運営に関する基準に従って適切な運営ができなくなった（第 4号） 4 

質問に対し虚偽の答弁をし、又は検査を拒み、妨げた（第 8号） 4 

人員について、厚生労働省令で定める基準を満たすことができなくなった（第 3号） 5 

介護保険法その他保健医療若しくは福祉に関する法律に基づく命令に違反した（第 10 号） 0 

要介護者の人格を尊重する義務に違反した（第 5 号） 0 

不正の手段により指定を受けた（第 9号） 2 

その他（第 1号、第２号、第 11 号、第 12 号、第 13 号） 1 

                                                                           出典：厚生労働省 

令和 3 年度の訪問介護事業所の指定取消事由を見ると、「不正請求」13 件、「人員基準違反」5

件、「虚偽報告」5 件、「虚偽答弁・検査拒否・妨害」4 件、「運営基準違反」4 件、「不正の手段

による指定」2 件、「その他」1 件となっており、「不正請求」を事由とする処分が最も多くなって

います。 
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指定取消・効力の停止処分のあった施設・事業所（105事業所）の内訳

【サービス別】（令和3年度）

指定取消 全部停止 一部停止

（施設・事業所数） 

※１ 各サービス毎の件数には、介護予防サービス分を含む。 

※2 件数には、聴聞通知後に廃止届が提出された事業所数を含む。 
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２ 神奈川県内の状況 

（１）情報提供 

  令和４年度に、県に寄せられた介護保険に関する苦情･通報等の情報については、県に直接寄せられ

た情報提供及び市町村からの情報提供の３件である。過年度を含めて介護サービス種別で見ると「介

護老人福祉施設」及び「特定施設入居者生活介護」に関する情報提供が多くなっている。 

 

【情報提供受付件数】 

区分・年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

県に直接寄せられた情報提供 1 ３ ２ 

県国保連から県への情報提供 ０ ０ ０ 

県内市町村から県への情報提供 ５ ４ １ 

その他の機関から県への情報提供 １ ０ ０ 

合   計 ７ ７ ３ 

 

【情報提供者別の件数】 

区分・年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

利用者（家族・知人を含む）からの情報提供 １ １ ０ 

従業員（元従業員を含む）情報提供 ０ １ ２ 

市町村等公的機関からの情報提供 ５ ５ １ 

その他 １ ０ ０ 

合   計 ７ ７ ３ 

 

【事業所等のサービス種別件数】 

区分・年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

居宅サービス事業者 ４ ４ ３ 

 訪問介護 ２ １ ２ 

通所介護 ０ ０ １ 

特定施設入居者生活介護 １ ２ ０ 

その他 １ １ ０ 

介護保険施設 ３ ３ ０ 

 介護老人福祉施設 ２ ３ ０ 

介護老人保健施設 １ ０ ０ 

介護療養型医療施設 ０ ０ ０ 

介護医療院 ０ ０ ０ 

その他・不明 ０ ０ ０ 

合計 ７ ７ ３ 
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（２）監査の契機 

  情報提供の情報を元に令和４年度は１件（新規分）の監査を実施した。 

  令和２年度 令和３年度 令和４年度 

情

報 

利用者（家族、知人等）からの情報 ３ ０ ０ 

従業員（元従業員）からの情報 ０ ２ ０ 

市町村等公的機関からの情報 ３ ０ ０ 

監査等から得た情報その他の情報 ２ １ ０ 

小  計 ８ ３ ０ 

通

知 

指導担当課（所）からの通知 ２ ０ ０ 

市町村からの通知 ９ ５ １ 

小  計 １１ ５ 1 

合   計 １９ ８ １ 

（３）監査の実施件数 

令和４年度においては、１件（新規分）の監査を実施した。前年度からの継続も含む実施結果（新

規１件及び前年度から継続６件）は「改善勧告」５件、翌年度への継続２件となっている。 

   

 

 【令和４年度の介護サービスごとの監査実施状況】 

 

 

訪問介護 1 1 0 0 0 0 

 

0 0 0 0 1 

訪問看護 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

 

0 0 

短期入所生活介護 1 0 1 1 0 0 0 1 

 

0 0 0 

 特定施設入居者生活介護 1 0 1 1 0 0 0 1 

 

0 0 0 

福祉用具貸与 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

介護老人福祉施設 1 0 1 1 

 

0 0 0 1 0 0 0 

5 1 4 3 

 

0 0 0 3 0 0 2 

 介護予防 訪問看護 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

介護予防 短期入所生活介護 1 0 1 1 0 0 0 1 0 0 0 

介護予防 特定施設入居者生活介護 1 0 

 

1
1 0 0 0 1 0 0 0 

2 0 2 2 0 0 0 2 0 0 0 

 7

 
 

6 5 0 0 0 5 0 0 2 

12   8 4 

 

6 0 1 0  3 

  

2 0 6 

24 19 5 

 

20 0 1 0 12 7 0 4 

小  計

介 
護 
予 
防 

小  計 

令和 4 年度合計 

 

実施 
件数 

結 果 通 知 件 数

介 
護 
予 
防 
以 
外 

令和 2 年度合計 

監査 
継続 4 年度 
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（4）神奈川県の処分事例 

 ○処分の要件 

  事業所指定後、以下の事由に該当する場合には指定を取り消し、又は期間を定めてその指定の全部 

もしくは一部の効力を停止することがあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ○指定取消の効果 

  該当事業所の指定が取り消された時は、その事業所の事業が継続できなくなるだけではなく、事業 

者に対して、次の介護保険法上の制限がかかります。 

・ 指定の取消処分を受けた法人は、指定の欠格事由に該当するので、当該法人は、５年間新たに 

 指定を受ける事ができません。 

 ・ 複数の介護サービス事業所を経営する場合、指定の更新の欠格事由にも該当するので、傘下の 

  介護サービス事業所が連座して５年間指定の更新を受ける事ができなくなります。 

 

 

① 法人又は法人の役員について、禁錮以上の刑又は介護保険法を含む国民の保健医療・福祉に 

関する法律、労働に関する法律で罰金の刑に処せられたとき。 

② 指定を行うに当たって付された条件に違反したとき。 

③ 条例で定める人員配置基準を満たすことができなくなったとき。 

④ 条例で定める設備及び運営に関する基準に従って適正なサービスの事業の運営をすることが 

できなくなったとき。 

⑤ 介護保険法等を遵守し、要介護者等のため忠実に職務を遂行する義務に違反したとき。 

⑥ 介護サービス費の請求に関し不正があったとき。 

⑦ 県知事からの報告又は、帳簿書類の提出・提示命令に従わず、又は虚偽の報告をしたとき。 

⑧ 県知事からの出頭要求･質問に対する答弁に拒否し、質問に対し虚偽の答弁をし、又は検査

の拒否・妨害･忌避をしたとき。 

⑨ 不正の手段により指定を受けたとき。 

⑩ 介護保険法を含む法律やこれらに基づく命令･処分に違反したとき。 

⑪ 介護サービスに関し不正又は著しく不当な行為をしたとき。 

⑫ 役員のうち、５年以内に介護サービスに関し不正又は著しく不当な行為をした者がいると

き。 

   

指定取消処分 
Ｂ訪問介護事業所 

不正の事実発覚 

（開設予定）Ｃ 訪問介護事業所 

新規指定申請 ※ ５年間、新規事業者の

指定を受けられない。 

指定 

Ｄ 通所介護事業所 

Ｅ 訪問看護事業所 

指 

定 

権 

者
（
県
） 

指定更新申請 

指定更新 

※ 指定の更新を受けられない。

指定有効期間満了とともに事業

の継続ができなくなる。 

Ａ 株 式 会 社 
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 ○処分事例 

訪問介護事業所の指定取消等事例 

  【処分理由】 

  （不正請求） 

   ・ 職員が勤務していない日時に、当該職員がサービスを提供したとするサービス実施記録を作

成し、介護報酬を請求した。 

   ・ 同一職員が、同一日の同一時間帯に複数の利用者にサービスを提供したとするサービス実施

記録を作成し、介護報酬を請求した。 

・ 区分支給限度額を超えないように、複数のサービス提供時間を合算し、またはサービスの提供 

時間を変更し、実態と異なる介護報酬を請求していた。 

   ・ 介護職員処遇改善加算を請求・受領したにもかかわらず、従業員に支給していなかった。                          

（答弁忌避） 

・ 監査における質問事項に対し回答しなかった。 

   （人格尊重義務違反） 

   ・ サービスの利用者である有料老人ホームの入居者に対して、過剰な身体的拘束を実施し、あ

るいは、当該行為が行われていることを知りながら、高齢者虐待として認識せず代替策を講ず

ることなく、市町村にも報告せず、黙認していた。  

 

処分年度 サービス種別 処分内容等 処分理由 

平成 

25 

通所介護 

(介護予防含む) 

指定の効力の一部停止 

(新規利用者へのサービス提供の停止６ヶ月) 

虚偽申請 

不正請求 

訪問介護 

(介護予防含む) 
指定取消 

虚偽報告 

不正請求 

訪問介護 

(介護予防含む) 
指定取消 

人員基準違反 

不正請求 

居宅介護支援 
指定の効力の一部停止 

(新規利用者へのサービス提供の停止３ヶ月) 

人員基準違反 

不正請求 

26 
通所介護 

(介護予防含む) 
指定取消 

虚偽申請 

虚偽報告 

虚偽答弁 

28 
訪問介護 

(介護予防含む) 
指定取消 

虚偽申請 

不正請求 

29 

訪問介護 

(介護予防含む) 
指定取消 

不正請求 

答弁忌避 

訪問看護 

(介護予防含む) 
指定の効力の全部停止（３ヶ月） 

虚偽報告 

不正請求 

居宅介護支援 指定取消 
運営基準違反 

不正請求 

30 訪問介護 
指定の効力の一部停止 

(新規利用者へのサービス提供の停止３ヶ月) 
不正請求 

令和 

２ 
訪問介護 指定の効力の全部停止（４ヶ月） 

答弁忌避 

帳簿書類の提出拒否 

３ 訪問介護 指定の効力の全部停止（６ヶ月） 
人格尊重義務違反 

不正請求 
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（５）神奈川県のその他の事例 

 ○「勧告」について 

  事業所指定後、以下の事由に該当する場合には、当該介護サービス事業者に対して、期限を定め

て、それぞれ当該各号に定める措置をとるべきことを「勧告」することがあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 〇「勧告」事例 

 【高齢者虐待事例】 

・ 指定（介護予防）特定施設入居者生活介護事業所において、職員が複数の入居者に対して暴行

を加え傷害を与えた、高齢者に対する身体的虐待事例。（上記④該当） 

 【運営基準違反事例】 

・ 指定訪問介護事業所において、勤務体制の確保がされていない、サービスの提供の記録が適正 

に作成されていない等、適正な運営がされていなかった事例。（上記③該当） 

 

■神奈川県の老人福祉法に基づく「改善命令」及び「事業の制限命令」の事例 

  

 ○令和元年度 

住宅型有料老人ホームに対する第 29 条第 13 項（改正後 第 15 項）に基づく改善命令 

  （命令内容） 

・ 入居者の健康保持及び生活の安定のために必要な職員数の配置をすること 

・ 施設の管理・運営を適正に行うこと 

・ 入居者に対して適切なサービスの提供を行うこと 

 ○令和３年度 

  住宅型有料老人ホームに対する第 29 条第 16 項に基づく事業の制限命令 

  （命令内容） 

  ・ 要支援・要介護者については入居の対象外とすること 

  ・ 自立者については、定期的な心身の状況の把握を条件とし、心身の状態の変化により、要支

援・要介護状態に至ると認められる場合には、速やかに介護保険法に基づく認定申請を行うこと 

 ○令和３年度 

  住宅型有料老人ホームに対する第 29 条第 15 項に基づく改善命令 

  （命令内容） 

  ・ 入居者に対し、その心身の健康の保持のために必要な措置を講じることにより、入居者の保護

のため必要があると認める状態を改善すること 

① 指定を行うに当たって付された条件に従わない場合、当該条件に従うこと。 

② 条例で定める従業者の知識若しくは技能又は人員について、当該基準又は員数を満たしてい

ない場合、当該基準又は員数を満たすこと。 

③ 条例で定める設備及び運営に関する基準に従って適正なサービスの事業の運営をしていない

場合、当該基準に従って適正なサービスの事業の運営をすること。 

④ 介護保険法等を遵守し、要介護者等の人格を尊重するとともに、要介護者のため忠実に職務

を遂行していない場合、確実に介護保険法等を遵守し遂行すること。 
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介護保険法の規定による指定

（開設許可）日 

平成26年６月30日以前 平成26年７月１日以降 

生活保護法指定済み 
（Ｈ26年７月１日時点） 

生活保護法未指定 
（Ｈ26年７月１日時点） 

生活保護指定不

要の意向 
生活保護指定を

要する意向 

特段の手続き 

不要 

新法の指定を受けたと

みなされます。 

申請手続き必要 

生活保護法での指定が

必要な場合、生活保護

法での申請が必要で

す。 

特段の手続き 

不要 

介護保険法の指定

（許可）と同時に

生活保護法による

みなし指定を受け

ます。 

申出書手続き 

必要 

その旨の申出書の

提出により、生活

保護法によるみな

し指定は受けませ

ん。 

※申出書の提出

は、介護保険法に

よる指定（許可）

日前に限ります。 

一旦は、生活保護法で

のみなし指定を受け

ず、後に指定を要する

意向となった場合 
 

６  生活保護法指定介護機関について 
  

生活保護法による介護扶助は、生活保護法により指定された指定介護機関に委託して行われます。 

 

＜平成26年７月１日以降に介護保険法により指定された事業所＞ 

別段の申出（注１）がない限り、生活保護法の指定があったものとみなされます。また、指定の取消し、

廃止、効力の停止についても介護保険法による指定の効力と連動します（みなし指定）が、それ以外の

事項（注２）に関する届出（変更等）が必要です。 

（注１）生活保護法による指定を不要とする場合は、介護保険法の各指定権者から案内される申出書にその旨

記載しご提出ください。提出は、介護保険法の規定による指定又は開設許可日までです。 

（注２）介護保険法による指定とは違い、６年毎の更新手続きは不要です。 

＜平成26年６月30日以前に介護保険法で指定されたが、生活保護法での指定のない事業所＞ 

介護保険法によるみなし指定の対象とはなりません。生活保護法での指定を受ける場合は、別途申

請（注３）が必要です。 

（注３）申請書等の様式は、神奈川県ホームページからダウンロードできます。 

        神奈川県ホームページwww.pref.kanagawa.jp＞健康・福祉・子育て＞生活保護・ホームレス支援＞ 

生活保護について＞生活保護法による指定介護機関について＞指定介護機関の申請手続き 
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４０歳以上６５歳未満の介護保険被保険者以外の生活保護受給者への介護サービス提供については、

障害福祉サービス優先活用の原則がありますので、居宅サービス計画作成にあたり十分留意してください。 
 

【他法他施策（障害福祉サービス）優先の原則】 

生活保護受給者は、国民健康保険に加入できないため、４０歳以上６５歳未満の生活保護受給者は社

会保険加入者及び被扶養者を除き医療保険未加入者であり、介護保険の被保険者となりません。 

 介護保険被保険者以外の４０歳以上６５歳未満の生活保護受給者で介護保険法施行例第２条各号の

特定疾病により要介護状態等にある者については、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す

るための法律による自立支援給付等の障害福祉サービスが、生活保護法による介護扶助に優先されるた

め、自立支援給付等の活用が可能な場合は、その優先的な活用を図ったうえで、なお介護サービスの利

用が必要不可欠であると認められる場合において、要介護状態に応じ介護扶助を受けることとなります。 
 

○生活保護法による介護扶助の適用が可能な場合（40歳以上65歳未満の被保険者以外の者） 

(1) 給付を受けられる最大限まで障害者施策を活用しても、要保護者が必要とするサービス量のす

べてを賄うことができないために、同内容の介護サービスにより、その不足分を補う場合 

(2) 障害者施策のうち活用できる全ての種類のサービスについて最大限(本人が必要とする水準ま

で)活用している場合において、障害者施策では提供されない内容の介護サービスを利用する

場合 
 

【介護扶助の給付限度額】 

被保険者以外の者の介護扶助(居宅介護及び介護予防)の給付に係る給付上限額は、介護保険法

に定める支給限度額から自立支援給付等の給付額を控除した額となります。 

   

 

 

 

 

 

 

ただし、常時介護を要し、その介護の必要性が著しく高い障害者などの場合で、介護扶助の支給

限度額から自立支援給付等の給付額を控除した額の範囲内では、必要な量の介護サービス(自立支

援給付等によるサービスには同等の内容のものがない介護サービス(訪問看護等)を確保できないと

認められるときは、例外的に、介護扶助の支給限度額の範囲内を上限として、介護扶助により必要最

小限度のサービス給付を行うことは差し支えないこととされています。 
 

なお、自立支援給付を受けるためには障害者手帳の取得が必要となることから、福祉事務所では被

保険者以外の生活保護受給者が障害者手帳を取得していない場合は、まず手帳取得の可否の判断

を行い、障害者手帳の取得が可能であれば、自立支援給付の優先適用について検討していくこととな

っています。居宅サービス計画作成にあたり福祉事務所と十分に連携をはかってください。 

 

生活保護法に関する問合せ先 

生活援護課生活保護グループ （045）210-1111（代） 内4915 

障害福祉サービス 

（自立支援給付で対応可能なサービスは自立

支援給付優先） 

介護扶助 

（支給限度額－自立支援給付） 

介護保険法に定める支給限度額 

40歳以上65歳未満の被保険者以外の生活保護受給者への介護サービスについて 
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